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2021年 8月 4日 

研究・情報収集小委員会 

植田  

 

協会員の皆様ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。平素はひとかたならぬ御愛

顧を賜り、厚く御礼申し上げます。 

さて、新型コロナウイルスですが、過去最大の感染拡大局面を受け緊急事態宣言の拡

大・延長、まん延防止など重点措置の適用、ワクチンの接種、不要不急の外出自粛協力、

酒提供の制限強化等あらゆる対策が講じられているところです。 

昨年に引き続き研究・情報収集小委員会では、業界全体における新型コロナウイルスの

影響を把握する為に緊急アンケートを実施致しました。会員皆様にはコロナ禍、御多忙の

中においてご協力頂き感謝申し上げます。早速、緊急アンケートの結果を抜粋し報告させ

て頂きます。又、新型コロナウイルス感染症に罹患された皆さま、および関係者の皆さま

に心よりお見舞い申し上げますとともに、一日も早い収束を心よりお祈り申し上げます。 

※2021年 6 月 18 日～7 月 5日にインターネット＆FAXによるアンケート 

※有効回答 109 社を集計し分析 

新型コロナウイルスに関する緊急アンケート調査結果 

～昨年対比で売上の減少、3割以下が全体の 8割弱を占める～ 

 

緊急アンケート有効回答をまとめた結果、主に戸建てを中心とした業績について、昨年 1

年間を 100としてどの程度の影響があるかの質問に対しては、～3割減少が最も多く 76.3％、

～5割減少が 7.5％、～7割が 4.9％、変わらないが 11.3％の結果になっています。（昨年は

～3割減少が 67.7％、～5 割が 25.8％、～7割減少が 3.2％）業界ではいまだ長引く感染の

影響を受けており売上の減少に歯止めが掛からない状態が続いているようです。 
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次に、得意先からの経済活動自粛要請に関しては、営業訪問の自粛要請が最も多く全体の

85％を占める結果となっています。売上に直結する営業活動の自粛要請は、少なからず業績

においてマイナスの影響を及ぼしているものと思われます。 

 

 

政府および民間による助成金の活用については、利用したが 35.8％、利用しないが 28.4％

となっています。 

 

 

 

又、利用した方が「どのような支援助成金を活用したか」の質問に対しては、無担保低利

融資が 61％、雇用調整助成金が 39％、特別定額給付金が 34.1％、家賃補助が 19.5％、休業

補償（小学校など休校に関わるもの）が 7.3％、働き方改革助成金が 4.9％となっています。 
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業績への影響を防ぐ工夫として取り組んでいる事例では、新規事業への挑戦、デジタル化

を推進し会議は Zoom で実施テレアポ、mail、FAX などで対応。PCR 検査のキット購入、

ワクチン接種の奨励など独自の知恵と工夫が挙げられています。 

 

回答内容 

新規事業 

建築以外の非住宅や土木営業など 

地盤調査・地盤改良工事以外の土木工事受注 
 

デジタル化を推進 

業務の効率化 会議は Zoom で実施する 会議時間、回数の制限 

密にならない場所での訪問、電話での営業活動 

直接の訪問営業不可のため、mail及び FAXにてキャンペーン実施の告知など 

営業活動をする為にテレアポに切り替えた 
 

密の回避、PCR 検査キット購入 

製造業の為、製造出荷場所の往訪禁止。やむを得ない場合は、PCR 検査・抗体検査を行い、

感染していない事を確認して往訪。 

コロナ対策として光触媒コーティング施工 

非接触体温計を導入し、検温とアルコール消毒とマスク着用を社員及び業者の方全てに対応

できる様にしている。 

マスク手洗いの防止策とともに、ワクチンの早期接種の励行、など 零細企業では、できる策

に限りがある。 
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空気清浄機、換気、体温測定、消毒液設置、うがい薬設置 
 

県外への往来自粛 

社用車による通勤 

従業員同士の密回避 

なるべく人の多い場所に行かない 集まらない 

 

最後に新型コロナウイルスの影響はいつまで続くかの回答は、わからないが 43.1％、1年

後が 39.4％、となり終息について先行きの不透明感を反映した結果が出ております。 

 

       

 

 

コロナ禍で情勢の厳しいサービス業に対しデジタル化が追い風である IT業界等、業種に

おいては業績に格差が広がりつつあります。 

昨年に引き続きアンケート結果から、会員企業様の貴重なご意見を伺い知る事が出来ま

した。全体的に売上減少幅は～3割が最も多くなっています。しかしながら売上が変わらな

い企業もあり、業界自体はコロナ禍でも底堅く踏ん張っています。今後は業界においても、

時間や場所にとらわれないテレワークの広がり等デジタル化が予見されます。変化の局面

では、見えてきた課題を着実に解消し軌道に乗せて行く事が基本となるのではないでしょ

うか。 

アンケート詳細についてはホームページ公開予定とします。会員様の参考になれば幸い

です。業界、地域、更には会員皆様の今後の更なる発展を祈念申し上げます。アンケートに

ご協力頂き誠にありがとうございました。 

 


